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概要

今日の日本では，長期にわたり圏内市場で寡占的地位を占めてきた大企業の将来に関し

て，深刻な懸念が広がっている.それは，多くの日本の大企業がグローパル競争に敗れる

のではないかとL、う懸念である.どのような場合に，このような懸念は現実化するのだろ

うか.本稿は，この間いに答えようとしたものである.

本稿では，グローパル競争下で‘成功をおさめた数少ない日本企業の代表とみなされてい

るソニーと東レの事業活動について事例研究を行い，両社の成功の要因を明らかにした.

そして，それらの成功要因が欠けた場合には上記の懸念が現実のものとなる可能性が高い

という形で，議論を展開した.

ソニーと東レの両社は，国際競争力を確保するにあたって，異なる戦略を採用してきた.

ソニーは世界市場に向けて次々と革新的な製品を供給することに重点をおき，東レは生産

や販売をそれぞれ世界中の最適地で遂行することに力を注いだ.端的に言えば，ソニーは

グローパル・プロダクツ戦略を，東レはグローバル・オベレーション戦略を，採用したの

である.

本稿で・の分析を通じて明らかになった興味深い事実は，異なる戦略をとったにもかかわ

らず，ソニーと東レの両社に共通する成功の要因が三つ存在したことである.それは，①

長期にわたる海外での事業活動の経験，⑫邑去における経営上の困難の発生とその教訓化，

③圏内における強力なライバル企業の存在，という 3要因である.

上記の事実は，これら 3要因が欠落した場合には，長期にわたり圏内市場で寡占的地位

を占めてきた日本の大企業であっても，グローバル競争で-敗北しかねないこと示唆してい

る.つまり，①海外での事業経験に乏しく，②大きな困難もなく順調に業績を伸ばし，③

独占的地位を享受してきた企業の将来は，必ずしも明るくないのである.
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トはじめに

今日の日本では，長期にわたり国内市場で寡占的地位を占めてきた大企業の将来に関し

て，深刻な懸念が広がっている.それは，多くの日本の大企業が昨今強まりつつあるグロ

ーバル競争において，一敗地にまみれるのではなし、かという懸念である.例えば， 1999 

年 9月に金融再生委員会は，日本長期信用銀行(長銀)1>の譲渡先として，アメリカのリッ

フ。ルウッド・ホールディング (RipplewoodHoldings)が中心となって組織した金融グループ

であるニュー・ LTCB・パートナーズ (NewLTCB Partners)を指名した.また， 1999年

秋に開催された第 33回東京モーターショーで最も注目を集めたのは， トヨタの最新式の

ハイブリッド・カーやホンダの酒落たアーバン・スタイル・ヴィークルで、はなく，ルノー

<'Rena叫t)社から日産に派遣され， リストラクチュアリングに錬腕をふるっていた新しい

最高責任執行者 (COO，Chief Operating Officer) ，カルロス・ゴーン (CarlosGhωn)であ

ったお.長銀がアメリカの金融企業の支配下におかれ，日産がフランスの自動車メーカー

の傘下に組み込まれたとL、う事実は，多くの日本人にとって" i第2の敗戦」と呼びうる

ほとe衝撃的な出来事で、あった.

「第2の敗戦」とL、う言葉は，端的に言えば，グローバル競争における日本企業の敗北

を意味する.どのような場合に，日本企業はグローパル競争に敗れるのだろうか.本稿は，

この聞いに答えようとするものである.

上記の課題に取り組むにあたって本稿では，グローパル競争下で‘成功をおさめた数少な

い日本企業の代表とみなされているソニーと東レの事業活動について事例研究を行い，両

社の成功の要因を明らかにする.そして，それらの成功要因が欠けた場合にはグローパル

競争での敗北が現実のものとなる可能性が高いとしろ形で，議論を展開してゆく.

ここで，興味深いのは，日本で最もポピュラーな月刊誌の一つで、ある『文塞春秋.Jlが，

1999年 11月号に， i日本再編 この会社が生き残る」と題する特集記事を掲載したこと

である. iトップアナリスト 20人の完全予測」と銘打つたこの記事は，製造業の主要な分

野において，現状のまま(大規模な企業再編を経ないでも)，グローバル競争下で生き残

1)日本長期信用銀行は. 1998年 10月に経営破綻した.

2)以上の記述は，本稿のもとになったベルリン自由大学での国際会議(国際交流 20周年記念ベルリン自由大

学・東京大学合同コンファレンス，テーマは“StrategiesTowards Globalization : The Euro-Japanese 
Perspective". 1999年 12月6-7日開催)が聞かれた時点、での最新情報である.その後，日本長期信用銀行

のニュー・ LTCB・パートナーズへの譲渡は実行に移され，それをふまえて.2000年6月には新生銀行が

新発足した.また，日産のカルロス・ゴーンは.2000年3月に，同社社長に就任した.
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ることができるのはわずかに以下の企業のみだと見通している3)

鉄鋼:新日本製鍛

造船、:なし

自動車:トヨタ，本田技研工業

繊維:東レ， 帝人

化学:住友化学，信越化学

機械:不確定4)

電機:ソニー，松下電器

この「生き残りリスト」には，わずか 9社しか登場しない.大まかに言って，これら 9

社が国際競争力を構築するうえで採用した戦略は，二つに大別することができる.一つは，

典型的にはソニーが追求した戦略で，世界市場に向けて次々と革新的な製品を供給してゆ

く Iグローパル・プロダクツ戦略」とでも呼ぶべきものである5) いま一つは，東レと

帝人が先駆的に推進した戦略で 生産や販売をそれぞれ世界中の最適地で遂行する， Iグ

ローパル・オベレーション戦略Jと言われるものである6) ~文事春秋~ 1999年 11月号の

特集記事は，ソニーとそれに続く松下電器について，メリルリンチ証券シニアアナリス

卜・栗山史の次のような評価を紹介している.

「デジタル化やネットワーク化といった今日キーとなる技術革新についていけない企業は，消、滅

するか買収されるかのどちらかです.ここ五年ぐらい，かなり速いスピードで淘汰再編が起きる

と思います.この流れには当然，通信やコンビューター業界も入り込み，従来の垣根を超えた大

競争が始まっています.

明確な戦略をもって先行しているのがソニーです.プレステは六五パーセントの世界シェアを

持ち， AV機器全体でも世界トップ，二Oパーセントのシェアがある.ソニーに続くのが松下

電器で，携帯電話で圧倒的な圏内シェアを占める他， DVDプレーヤーでは世界的なトップシェ

3) [Il'文豪春秋』編集部， 1999J 94-106頁参照.この特集記事は，建設，商社，小売，通信・放送の各産業に

も言及しているが，ここでは，議論を製造業のみに限定した.

4) [Il'文義春秋』編集部.1999Jは，日本の機械工業について，産業全体としては強い国際競争力をもっている

ものの，個別企業としてはグローパノレ競争を勝ち抜くには規模が小さすぎると指摘している (103-104頁参

照)• 

5)管見の限りでは，ソニー自身は.["グローパノレ・プロダクツ戦略」とL、う言葉を使用していない.["グローパ

ル・プロダクツ戦略」は，東レや帝人の「グローパル・オベレーション戦略」に対応させるための，筆者

(橘)11)による造語である.

6)東レと帝人は.["グローパル・オベレーションJとし、う言葉を，自ら使用している.この点については.[東

レ株式会社.1999b]， [Teijin Ltd.. 1999J参照.
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アを持っている7)J. 

また，同記事は，東レと帝人についても. r繊維業界は国際競争の大波を教訓化し，い

ち早くグローバル化への道を歩みはじめた業界で、ある8)Jと述べたうえで，野村証券金融

研究所主任研究員・西村修ーの次のような見方を掲載している.

「合成繊維も早くから国際競争にさらされ，八0年代には韓国，台湾メーカーに追い越された.

そうした中で，東レ，帝人の大手二社は国際競争をやり抜くという戦略の下に，早くから東南ア

ジアに一大生産拠点を設けるなど，積極的な海外進出を図ってきました.その結果，帝人はポリ

エステル繊維の生産能力で・世界のベスト 5に入るし，東レは織物まで含めた事業規模でトップレ

ベルに位置している.ケミカル主要素材の分野で，日本メーカーがこれほどの存在感を示してい

る例は他にありません9)J. 

本稿の第2章と第3章では，グローバル・プロダクツ戦略をとったソニーとグローパ

ル・オベレーション戦略をとった東レの事業活動について，それぞれ事例研究を行う.結

論を先取りすれば，これら両社は異なった戦略を採用したにもかかわらず，そごには，グ

ローパル競争下で、の成功をもたらした共通の要因が作用していた.第 4章では，ソニーと

東レに共通する成功要因を特定する.そして，その要因が欠けた場合には，日本の大企業

がグローパル競争に敗れる可能性が高いことを明らかにしてゆく.

o .ソニーの事例:グローバル・プ口ダクツ戦略

第 1表は. 1996年までのソニーの歩みをまとめたものである10) 本章では，この表に

よりながら，グローパル競争の観点からソニーの 50年史を振り返る.

ソニーは. 1946年 5月に東京通信工業(以下では，東通工と略す)とし、う社名で設立され

た.設立時の従業員数は，わずか 20数名であった.創立から 12年後の 1958年 1月，東

通工は，社名をソニーと改めた.それから，ソニーが世界中で最も有名な日本企業となる

まで. 10年とはかからなかった.

別の機会に筆者(橘)11)は，野中いずみとともに，日本の高度経済成長期までの時期に

7) [Ii'文義春秋』編集部.1999J 105頁.

8) [Ii'文豪春秋』編集部.1999J 102頁.

9) [Ii'文義春秋』編集部.1999J 102頁.

10)第 1表の作成にあたっては.1946年から 1996年までのソニーの歩みをカグァーした[ソニー株式会社，
1996Jを主として利用した.
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第 1表 1996年までのソニーの歩み

年月

1946. 5 

1950. 7 

1953. 10 

1955. 8 

1957. 3 

1958. 1 

1960. 2 

1960. 5 

1961. 6 

1962. 9 

1963. 7 

1968. 3 

事項

東京通信工業(東通工)として創立.

日本初のテープレコーダー“G型"を発売.

アメリカのウエスタン・エレクトリック社とトランジスタ製造に関する研究援助契約を締結

日本初のトランジスタ・ラジオ“TR-55"を発売.

世界最小のトランジスタ・ラジオ“TR-63"を発売.

社名を東通工からソニーに変更.

ソニー・コーポレーション・オブ・アメリカを設立.

世界初のトランジスタ・テレビを発売.

日本企業初の ADRを発行.

ショールームをニューヨークの五番街に設置.

世界初のトランジスタ小型 VTRを発売.

CBS社とともに CBS'ソニー・レコード(のちのソニー・ミュージック・エンターテインメン

ト)を設立.

1968. 10 Iトリニトロン方式カラーテレビを発売.

1970. 9 Iニューヨーク証券取引所に株式を上場.

1971. 10 I 3/4インチ・ U マチック・ VTRを発売.

1972. 8 Iアメリカのカリフォノレニアでテレビ組立工場の操業を開始.

1975. 5 I家庭用の1/2インチ・“ベータマックス"・ VTRを発売.

1979. 7 I世界初のパーソナル・ヘッドフォン・ステレオ“ウォークマン"を発売.

1979. 8 Iフ。ルデンシャノレ・インシュアランス社とともにソニー・フりレデンシャノレ生命保険(のちのソニー生

命保険)を設立.

1982. 10 I世界初の CDプレーヤーを発売.

1982. 11 I放送局用1/2インチ・カメラ一体型 VTR“ベータカム"を発売.

1985. 1 Iカメラ一体型 8ミリビデオを発売.

1987. 3 Iデジタル・オーディオ・テープ (DAT)・デッキを発売.

1989. 4 I高画質ハイバンド方式 8ミリビデオ“ビデオ・ハイェイ卜"・シリーズを発売.

1989. 6 I小型・軽量・カメラ一体型の 8ミリビデオ“CCD-TR55"を発売.

1989. 11 Iコロンビア・ピクチャーズ社を買収(のちのソニー・ピクチャーズ・エンターテインメント). 

1990. .12 I家庭用 36インチ“HD トリニトロン"カラーテレビを発売.

1991. 10 I“スーパー・トリニトロン"ブラウン管搭載のカラーテレビ“キララ・パッソ"シリーズを発売.

1992. 11 Iミニディスク (MDl・システムを発売.

1993. 10 I放送業務用コンポーネント・デジタル・ VTR“デジタノレ・ベータカム"・システムを発売.

1993. 11 Iソニー・コンビュータ・エンターテインメントを設立.

1996. 5 I創立50周年.

(出所) [橘川・野中.1995]， [ソニー株式会社.1996]， [ソニー株式会社.1999J 

おける東通工ないしソニーの急成長の過程を分析し，それを可能にした主体的条件として，

以下の 4点を指摘したことがある11l

11)[橘川・野中. 1995J 186-189頁参照.以下の四つの主体的条件は，やはり同じ時期に急成長をとけYこ本国

技研工業の場合にもあてはまる.なお，当該期におけるソニー(ないし束通工)や本田技研工業の急成長を

可能にした客観的条件としては，①大衆の可処分所得が増大し，消費財に対するニーズが広がるとともに深

まりをみせたこと(需要サイドの条件)と，②日本国内の競争条件の変化により，新興メーカーにチャンス

が巡ってきたこと(供給サイドの条件)の 2点を，指摘すべきであろう(この点については， [橘川・野中，

1995J 184-186頁参照)• 
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(1)新市場の開拓と製品の差別化により競争優位を確保したこと.

(2)早い時期から海外に目を向けたこと.

(3)自前のブランドと販路を確立したこと.

(4) リスク・テイキングな差別化投資を行ったこと.

第 1の条件に関しては，束通工の創設者の一人である井深大が 1946年 1月に起草した

同社¥の「設立趣意書」に盛り込んだ次のような文章から，その基本的な考え方を知ること

ができる12)

「経営規模トシテハ寧ロ小ナルヲ望ミ大経営企業ノ大経営ナルガ為ニ，進ミ得ザル分野ニ技術ノ

進路ト経営活動ヲ期スル」

「極力製品ノ選択ニ努メ技術上ノ困難ハ寧ロ之ヲ歓迎，量ノ多少ニ関セズ最モ社会的ニ利用度ノ

高イ高級技術製品ヲ対象トス，又単ニ電気，機械等ノ形式的分類ハサケ，其ノ両者ヲ統合セルガ

如キ他社ノ追随ヲ絶対許サザル境地ニ独自ナル製品化ヲ行フ」

上記のような考え方にもとづいて，束通工ないしソニーは，新市場開拓や製品差別化にき

わめて積極的な姿勢をとった.

東通工は，同社の最初の本格的な製品であるテープレコーダーを，おもに学校という新

しい市場で販売した.そのテープレコーダーは，終戦直後の日本において，学校教育巴有

用な「社会的ニ利用度ノ高イ高級技術製品」であった.束通工は，創設者の一人である盛

田昭夫の陣頭指揮のもと，テープレコーダーの使用方法を教えながら，つまり，新市場を

教育しながら，学校での販売を進めていった.

東通工に飛躍をもたらしたのはトランジスタの事業化であったが，そこでのイノベーシ

ョンのポイントは新用途の開拓にあった. トランジスタを発明したアメリカでは，その用

途について限定的な見方が支配的であり，補聴器にしか使えないのではなし、かと考えられ

ていた.これに対して東通工は， トランジスタをラジオに使用するとし、う新機軸を打ち出

した13) 同社は， 1955年 8月に日本初のトランジスタ・ラジオ“TR-55"を， 1957年 3

月に世界最小のトランジスタ・ラジオ“TR-63"を，それぞれ発売し，国内外の好評を

12) [ソニー株式会社.1999]. 

13)実は，東通工は， トランジスタ自体の量産化という点では，神戸工業に一歩出遅れた.両社はトランジスタ

の量産化に際して通産省の鉱工業試験研究補助金を受けたが，その受領年度は，神戸工業が 1954年，東通

工が 1956年であった.しかし，東通工は， トランジスタの実用化とし、う点では，神戸工業に先行した.そ

して，結局，東通工は， トランジスタ・ラジオとL、う新用途を創造し，新しい市場を開拓することによって，

神戸工業を完全に圧倒した(この点については.[松井.1979J 403頁参照)• 
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得た. rポケッタブル・ラジオ (pocketableradio) Jとし、う新しい英語を生んだ東通工製の

小型トランジスタ・ラジオの登場によって， r1家に 1台」というファミリー・ユースの

従来からのラジオ市場とは別に， r1人に 1台」というパーソナル・ユースの新しいラジ

オ市場が台頭するにいたった.

テープレコーダ一事業やトランジスタ・ラジオ事業が成功をおさめたのちも，ソニーは，

新市場開拓や製品差別化を重視する方針を堅持した.そのことは，世界に先駆がけて， ト

ランジスタ・テレビ (1960年5月)， トランジスタ小型 VTR(1963年7月)， トリニトロ

ン方式カラーテレビ(1968年3月)等を次々と発売したことに，端的に示されている.

第2の条件は，早い時期から海外に目を向けたことであるが，この点は，東通工が会社

創立からわずか6年後の 1953年 10月に，アメリカのウエスタン・エレクトリック

( Western Electric)社とトランジスタ製造に関する研究援助契約を締結したことからも明

らかである.

ソニーの「成長過程は，企業としての国際化と平行して進んだ.というより国際企業を

挺として，ソニーは今日の大企業への道を辿りえた14)Jと評されているが，同社にとって

の「本格的輸出の第一号15)Jとなったのは，東通工時代の 1957年に発売したトランジス

タ・ラジオ“TR-63"であった.東通工は， 1955年2月以降，自社製品に rSONYJの

マークを付す方針をとった(したがって，“TR-63"も rsol':NJのマーク付きで輸出された)

が，これは，英語圏の外国人が「東京通信工業」ないし「東通工」と発音することが困難

であるため講じた措置で、あった.そして，この方針をさらに徹底するため， 1958年に東

通工は，社名をソニーに変更した.

“TR-63"などのトランジスタ・ラジオの活発な輸出を通じて rSONYJというブラン

ドがアメリカ市場に浸透していく中で，ソニーは， 1960年2月，現地法人の販売会社ソ

ニー・コーポレーション・オブ・アメリカ (SonyCorporation of America)を設立した.

さらに，それから 2年後の 1962年9月には，アメリカのニューヨーグに， r五番街の日章

旗16)Jと呼ばれたショールームをオープンした.

その聞の 1961年6月，ソニーは，自社株式を，日本企業としては最初の ADR(Amer-

ican Depository Receipt，アメリカ預託証券)として，アメリカ市場で一般公募し，好評を

得た.これは，同社にとっては海外における直接金融の道を聞くものであったが，別の角

度からみれば，アメリカ市場がソニーを一流の国際企業として認知した乙とを意味するも

のでもあった.そして， 1970年9月には，ニューヨーク証券取引所に，ソニーの株式が

14) [加納.1982J 1頁.
15) [ソニー株式会社.1986J 329頁.

16) [前田.1979J 379頁.

25 



特集 ヨーロッパ・日本の視座からするグローパライゼーションに向けた戦略

上場されることになった.

さらに，ソニーは， 1968年 3月，アメリカの CBS社とともに， CBS・ソニー・レコ

ード CCBS/SonyRecords，のちのソニー・ミュージック・エンターテインメント[SonyMusic 

EntertainmentJ)を設立した.また， 1972年 8月には，アメリカのカリフォルニアでテレ

ビ組立工場の操業を開始した.これは，日本の家電メーカーがアメリカで、現地生産を行っ

た最初のケースであった.

ソニーの海外展開に対しては， rミラー効果」をねらったものだとし、う指摘がある17)

つまり，海外市場で名芦を得ることによって日本での企業イメージを高め，圏内での販売

を増進させることをめざした，とする議論である.この議論は， rミラー」という言葉に

インパクトがあるため，ソニーにとって海外市場は「鏡」に過ぎなかったかのような誤解

を生むおそれがある18) 現実には，ソニーは，海外市場を，単なる「鏡」として利用しよ

うとしたわけで、はけっしてなく，本格的に参入すべき場として，早い時期から明確に位置

づけていたのである.

自前のブランドや販路の確立という第3の条件に関しては，きわめて興味深いエピソー

ドが存在する.ソニーの会社史は，そのエピソードについて，次のように記述している.

「一九五五年.井深や盛田率いる東通工は，小さいながらも世界に羽ばたくために，誰にでも発

音できる世界共通の商標をと， SONYの四文字の商標をつくった.そして，アメリカの時計会

社ブローパ一社から WSONYでは無名で・売れっこない，自社ブランドで売らせてくれるなら，

十万台のトランジスタラジオを注文しよう』と盛田に申し出があった時も，喉から手が出そうな

商売であったにもかかわらず， WSONYのブランドを付けなければ意味がない，他のブランドに

は頼らなし、』と頑として断った.W五十年前，何人の人がブローパ一社を知っていたで-しょう.

我が社は今，五十年の第一歩を踏み出したばかりだ.五十年後には，あなたの会社と同じくらい

SONYを有名にしてみせる』と19)J. 

盛田が， 1955年にブローパ一社 CBu10vaInc. )から寄せられたトランジスタ・ラジオ

“TR-52"に対する 10万台の引合いを， r喉から手が出そうな商売で、あったにもかかわら

ずJ，SONYブランドが使えないとの理由で、断ったとし、う上記のエピソードは，東通工な

いしソニーが自前のブランドを確立することにどれほど情熱を注いでいたかを，如実に物

語っている.そして， SONYブランドを浸透させたし、と L、う盛田の願いは，すでに述べ

たとおり，彼自身の見通しよりもはるかに短いあいだに実現したので、ある.

17)[加納.1982J 3頁参照.

18)念のために付言すれば，加納明弘自身は，このような誤解から免れている.

19) [ソニー株式会社.1996J 340頁.

26 



グローパル競争下の日本企業の事業戦略

ソニーは，プランドの確立だけでなく，日本国内を中心に，自前の販路の確保にも力を

注いだ. 1968年のトリニトロン方式カラーテレビの発売を機にソニー・ショップ等の系

列庖舗の整備に乗り出したのが，それである加.

第4の条件は， リスク・テイキングな差別化投資の実施であるが，この点を端的に示し

たのは，東通工が， 1953年にウエスタン・エレクトリック社とトランジスタ製造に関す

る研究援助契約を締結し，巨額の資金を投じて， トランジスタを事業化したことである.

同社は，当時1"会社設立から六年しか経たず，資本金も一億円に満たなし、小さな会社」

であり， 1"果たして，ものになるかどうかも分からないトランジスタに，東通工は当時の

会社規模としては，思いも及ばないほどのお金と尽力をかけてスター卜した」とL、うのが，

実情であった20 井深が製造許可を求めに通産省に出向いた際にも，当初は， 1"町工場に

毛のはえた程度の東通工なんかで，難しいトランジスタができる訳がない，そんなことで

高額な特許料を支払い，貴重な日本の外貨を使われてはたまらないと，てんで問題にもさ

れなし、22)J状況であった.東通工は，三井銀行五反田支庖と同行本庖審査部を説得して，

やっとの思いで， トランジスタの事業化に必要な資金を調達した23) 三井銀行という資金

的支援者が存在しなかったらならば，東通工は， トランジスタを事業化することができな

かったであろう.

ソニーは，その後も， リスク・テイキングな差別化投資を遂行した r苦労マトロン魁)J

と自称するほど苦闘したクロマトロン方式カラーテレビの開発を経て， トリニトロン方式

カラーテレビの開発に成功するプロセスは，ソニーが行ったいま一つのリスク・テイキン

グな差別化投資の典型とみなすことができる.

ところで，これまで振り返ってきた四つの主体的条件は，いずれも，終戦直後の会社創

立から高度経済成長期までの東通工ないしソニーの成長過程において，観察されたもので

あった.石油危機が発生し日本経済の高度成長が終荒した 1970年代以降の時期にも，こ

れらの 4条件は，ソニーの事業展開のプロセスで、作用し続けたのだろうか.本章の残りの

部分では，この点を掘り下げることにしよう.

新市場開拓と製品差別化による競争優位の確保という第 1の条件は，石油危機後のソニ

ーの事業展開プロセスにおいても，明らかに作用し続けた.ソニーは，世界市場に向けて

次々と革新的な製品を供給してゆく，グローパル・プロダクツ戦略を推進した.まず，

20)この点については， [JII遺.1988J 157頁参照.

21) [ソニー株式会社.1996] 77頁.

22) [ソニー株式会社.1996J 67頁.

23)この点を重視すれば，資金的支援者の存在を，高度経済成長期までのソニーの急成長を可能にした第5の主

体的条件とみなすことも，可能である([橘川.1998J 223頁参照).

24) [ソニー株式会社.1996] 166頁.
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1979年 7月に世界初のパーソナル・ヘッドフォン・ステレオ“ウォークマン"を発売し，

国際的なブームを巻き起こ Lた.続いて， 1982年 10月には，これまた世界初の CDプ

レーヤーを売り出し，音楽媒体のあり方を根底から変革した.さらに，ソニーは， 1982 

年 11月に放送局用 1/2インチ・カメラ一体型 VTR“ベータカムペ 1985年 1月にカメ

ラ一体型8ミリビデオ， 1987年 3月にデジタル・オーディオ・テープ CDAT)・デッキ，

1989年 4月に高画質ハイバンド方式8ミリビデオ“ビデオ・ハイエイト"・シリーズ，

1989年 6月に小型・軽量・カメラ一体型の 8ミリビデオ“CCD-TR55"， 1990年 12月に

家庭用 36インチ“HD トリニトロン"カラーテレビ， 1991年 10月に“スーパー・トリ

ニトロン"ブラウン管搭載のカラーテレビ“キララ・パッソ"シリーズ， 1992年 11月に

ミニディスク CMD)・システム， 1993年 10月に放送業務用コンポーネン卜・デジタル・

VTR“デジタル・ベータカム"・システムを，あいついで発売した.これらの新製品の

大半は，世界的なヒット商品となるとともに，事実上の世界統一規格の形成にも貢献した.

今日のソニーが有する高い国際競争力は，継続的なグローパル・プロダクツ戦略の推進に

よってもたらされたと言うことができる.

ただし，ここで見落してはならない点は，ソニーによる世界統一規格の形成カら苦い経

験から得た教訓にもとづいて実行に移されたことである.苦い経験とは， 1970年代後半

から 1980年代前半にかけて展開された家庭用 VTRをめぐる規格戦争において，ソニー

が敗北した事実をさす.ソニーは， 1975年 5月，家庭用の 1/2インチ・“ベータマック

ス" ・VTRを，世界に先がけて発売した.しかし，その翌年には，大きな衝撃を受ける

ことになった.同社の会社史は，一連の事実経過について，次のように記述しているお

「九月 0976年9月…引用者)，日本ビクターがソニーの『ベータ規格』に対抗する独自の

Il'VHS規格』の VTRを発表し，追撃を開始したのだ.それも，記録時聞はベータマ vクスの

倍の二時間である.実は発表の前年に，ソニーは U 規格26)で手を結んだ松下電器と日本ビクタ

ーには，ベータマックスの製品と技術を公開して規格統ーを働きかけていた.これに対して両社

からは一年間というもの全く反応がなかったので‘あるJ.

rVHS方式を調べてみて，皆，がく然とした.ソエーが.Uマチック27)，ベータマックスの

開発時から規格統ーのために惜しみなく公開してきた VTR技術やノウハウを，ふんだんに取

り込んで作り上げている，そんな印象を禁じ得なかったのだJ.

「ソニーの考案したベータ規格と日本ビクターの推進した VHS規格は，技術内容は似ていな

がら，カセ v トの大きさが異なり，互換性が全くない.複数の規格が出ることは家庭用 VTR

25) [ソニー株式会社.1996J 182-183頁.

26) U規格とは.1970年3月に，ソニー，松下電器，日本ピクター，その他海外メーカー5社が合意した，カ

セット式 VTRの統一規格のことである.

27)ソニーは.1971年10月に.3/4インチ・ U マチック・ VTRを発売した.
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市場で激しい主導権争奪，シェア獲得競争が繰り広げられることを意味した.消費者のためにも

避けたかった事態で‘あったが， WVTR戦争』の火蓋はかくして切って落とされたJ.

rVHS陣営のファミリーづくりは，実に巧みだった.欧米家電メーカ一大手への積極的な

OEM供給(相手先ブランドによる製品供給)作戦，そして，ソフトウェアピジネスの展開

ベータは開発も発売も先行したものの，日に日に劣勢となっていったJ.

ソニーにとって致命的だったのは，松下電器が VHS陣営に加わったことである.家

庭用 VTRは 1970年代後半から 1980年代にかけての代表的な家電製品であったから，

家庭用 VTRの規格戦争に敗れたことは，ソニーの経営にとって，大きな痛手となった.

rVTR戦争」での敗北を機にソニーは，以前にもまして，松下電器に強烈なライパル意

識をもつにいたった.

しかし，一方で，ソニーは， rVHS方式と競合しながらベータマックス方式を推進し

ていく過程で，いろいろなことを学んだ.規格統一の進め方の教訓が，ソニーの中にしっ

かりと残った28)J.そして，ソニーは， 1970年代の終りごろから，技術情報の管理強化，

欧米企業との戦略的提携，ソフトウェアビジネスの推進などに力を注ぎ，世界的規模で新

製品の規格統ーに成果をあげるようになった.それを端的な形で示したのは， CDプレー

ヤーの事業化にあたってソニーが，一方でオランダのフィリップス (Philips)社とハード

ウェア面で共同開発を進めつつ，他方で CBS・ソニー・レコードによるソフトウェアビ

ジネス面からの強力な支援 (CBS・ソニー・レコードは， 1982年の CDプレーヤ一発売時に合

わせて，世界の有名アーチストの CDを多数リリースするとともに， CDソフトの量産体制を整え

た)も得て，またたくまに CDシステムを事実上の世界統一規格に育て上げてしまった

事実である.ソニーは，家庭用 VTRをめぐる規格戦争での敗北という苦い経験をむし

ろ教訓化して，そこから世界統一規格の形成に次々と成果をあげていったのである.

次に第2の条件についてみれば，ソニーは，石油危機後，以前にもまして，海外での事

業活動を積極化した.そして，海外事業の経験を通じて国際的に通用する様々なノウハウ

を蓄積したことは，グローパル競争下で、のソニーの立場を強めることにつながった.

石油危機以降の時期にソニーが世界市場にあいついで‘送り出した前述のクーローバル・プ

ロダクツの多くは，デジタル化された製品で‘あった.ソニーが「デジタル時代の到来」を

迎えるうえで重要な役割をはたしたのは， SBC (Sony Broadcast Ltd. ，のちの BPE

[Broadcast and Professional EuropeJ)の社長をつとめていたハワード・ステイル (Howard

Steele)の提言であった.SBCは，放送局用 VTRビジネスにおける 24時間サービス体

制をヨーロッパで、も構築するためにソニーが 1978年に設立した子会社であり，同社発足

28) [ソニー株式会社， 1996J 184頁.
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にあたってソニーが， iヨーロッパ全体の放送局に顔が利き，技術に詳しくて，ビジネス

マインドを持った人」として迎え入れたのが，イギリス IBACIndependent Broadcast Au-

thority，イギリスの独立放送協会)の技術局長や EBU(European Broadcast Union，ヨ

ーロッパ放送連盟)の局長を歴任していたステイルで、あった29) ヨーロッパでの事業経験

が，ソニー製品のデジタル化を促進したので、ある.

今日のソニーグループの高い国際競争力を語る時， iデジタル化」とともに忘れてはな

らないキーワードは， iソフト化」である.1993年 11月に設立した子会社，ソニー・コ

ンビュータ・エンタテインメントが翌 1994年 12月に発売した32ビッドのゲーム機“プ

レイステーション"は，任天堂の牙城を切り崩し，短期間に世界市場を席巻したが，この

事実は，ソニーグループ内部におけるハードウェア技術とソフトウェアノウハウとの結合

がし、かに高い競争力を生むかを，如実に物語っている.ソニーグループがソフトウェアノ

ウハウを身につけるうえできわめて重要な意味をもったのは，既述の CBS・ソニー・レ

コードの設立 0968年3月)と，アメリカの大手映画会社コロンピア・ピクチャーズ

(Columbia Pictures)の買収 (1989年11月)とであった.共同子会社の設立や企業の買収

を通じて，アメリカで、培われたソフトウェアノウハウを取り込んだことば，ソニーグルー

プの「ソフト化」を強力に推進したので、ある.

ソニーの会社史の中には「ハード，ソフト，そして金融機関だ」とし、う項目があり，自

前の金融機関をもつことが同社にとって，長年の目標だったことを伝えている30) 1961 

年の ADR発行や 1970年のユューヨーク証券取引所への株式上場にみられるように，ソ

ニーは，すでに高度経済成長期に海外での直接金融に関するノウハウを身につけていたが，

石油危機後の時期にはそれをさらに一歩進めて，金融機関の経営にも乗り出した.1979 

年 8月に，アメリカのフ。ノレデンシャル・インシュアランス社とともにソニー・フ.ルデンシ

ャル生命保険を設立したのが，それである.ソニー・プルデンシャル生命保険は， 1987 

年9月にソニー・フ。ルコ生命保険， 1991年 4月にソニー生命保険と社名を変更し，その

過程で，実質的には，ソニーの 100%子会社となった(プルテeンシャル・インシュアランス

社は，当初の方針を変更して， 100%出資の日本法人を別個に設立したL 自前の金融機関をも

っというソニーの長年の目標は達成されたわけで‘あるが，そこにいたるプロセスでも，海

外で、の事業経験はきわめて大きな役割をはたしたので、ある.

石油危機後の時期にソニーは，金融上の問題だけでなく，法的な問題や通商上の問題に

ついても，海外での事業経験から国際的に通用するノウハウを蓄積した.

同社が直面した最大の法的な問題は， 1976年から 8年聞に及んだ「ベータマックス訴

29)以上の点については， [ソエー株式会社.1996] 194-198頁参照.

30) [ソニー株式会社.1996] 325・326頁参照.
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訟」であり，これは，アメリカの映画・テレビ番組制作会社ユニバーサル・スタジオ

(U niversal Studios)とウォルト・ディズニー・プロダクション (WaltDisney Productions) 

が，ソニーによる家庭用 VTR“ベータマックス"の販売は著作権を侵害するとして，訴

えを起こしたものである.この訴えに対してソニーは，視聴者の「タイムシフト CTime-

shifO Jの権利，つまり，時間に拘束されずにテレビ番組を自由に見ることができる権利

を掲げて，徹底抗戦した.rベータマックス訴訟」は，結局， 1984年 1月のアメリカ最高

裁判決で，ソニー側の主張が認められる形で、終結した.この勝訴は，ひとりソニーのみを

利するもので、はなかった.ソニーの勝訴は，視聴者のタイムシフトの権利を確立するとと

もに，存亡の危機に立たされた家庭用 VTRビジネス全体の継続を可能にするものであ

っTこ.

一方，ソニーが直面した通商上の問題としては，アメリカのカリフォルニア什|はじめ数

州が採用していたユニタリータックス (unitarytax，合算課税)をあげることができる.

これは， rある州の現地法人に課税する場合，その現地法人の所得だけでなく，州、|外の親

会社を含め，全関係会社の所得を合算して課税する」というものであり， r親会社を巻き

込んだ国際的な越境課税として，ユニタリータックスの『悪名』は，徐々に外国からの進

出企業の間で高まっていったJ31lソニーは，京セラなどとともに，ユニタリータックス

撤廃運動の先頭に立ち，ロビー活動や草の根運動を積極的に展開した.その結果， 1984 

年から 1991年にかけて，アメリカ各州のユニタリータックスは全廃されるにいたった.

1970年代以降いっそう活発化したソニーの海外での事業展開をふまえて盛田昭夫は，

1988年5月に「グローパル・ローカライゼーションJ(“globallocalizationぺ世界的な目的

のもとになされる局地化・現地化)というスローガンを打ち出した32) それから 8年後の

1995年度には，ソニーグループの海外生産比率は， 47%に達した33) 積極的な海外での

事業活動を通じて，ソニーは，国際的に通用する様々なノウハウを蓄積したのである.

第3の条件に関連する事柄としては，石油危機以後の時期には，ソニーのブランド力が

世界的に高まったことが重要である.例えば， 1990年にアメリカのランドー・アソシエ

ーツ (LandorAss∞iates)社が世界規模で行ったブランドイメージ調査の結果， トップ 10

にランキングされたのは，次のようなブランドであった34)

(1)コカ・コーラ (Coca-Cola/Coke)

31) [ソニー株式会社. 1996J 311頁.

32) [ソニー株式会社.1996J 303頁参照.

33) [ソニー株式会社.1996J 306頁参照.

34) [ソエー株式会社.1996J 344・345頁参照.

31 



特集 ヨーロッパ・日本の視座からするグローパライゼーションに向けた戦略

(2)ソニー CSony)

(3)メルセデス・ベンツ CMercedes-Benz) 

(4)コダック CKodak)

(5)ディズニー CDisney)

(6)ネスレ CNestlる)

(7)トヨタ CToyota)

(8)マクドナルド CMcDonald's)

(9)アイ・ビー・エム CIBM)

(1同ベプシ・コーラ CPepsiCola) 

つまり，ソニーは，コカ・コーラに次いで，世界第2位にランキングされたわけである.

このようなソニーの高いブランド力は，世界市場に向けて次々と革新的な製品を供給する，

同社のグローパル・プロダクツ戦略の展開の過程で、培われたものであった.

最後に第 4の条件についてみれば，ソニーは，石油危機後，長期的な視野に立って，多

額の研究開発投資を行った. r将来に価値を生み出す財産をつくるための投資を控えて，

目先の利益を追うことは，過去に築いた財産を食い潰すようなものだ35)J，……盛田は，

短期的収益至上主義を強固に主張したソニー・コーポレーション・オブ・アメリカのアメ

リカ人社長ハーベイ・ L・シャイン CHarveyL. Schein， 1972年9月就任)に対して，この

ように反論した.盛田の見解は，ソニーの研究開発投資戦略にも反映された.そして，長

期的視野に立つ研究開発投資は，ソニーが世界市場に向けて次々と革新的製品を供給する

ことを可能にした.

以上の検討からわかるように，終戦直後の会社創立から高度経済成長期までのソニー

(ないし東通工)の成長過程において観察された四つの主体的条件は，石油危機以降の時期

にも，基本的には，同社の事業展開のプロセスで作用し続けた.そのことを背景にしてソ

ニーは，グローパル・プロダクツ戦略を積極的に推進し，今日のグローパル競争下で、の成

功を実現したので、ある.

皿.東レの事例:ゲ口ーバル・オペレーション戦略

第 2表は， 1998年までの東レの歩みをまとめたものである.本章では，この表により

ながら，グローパル競争の観点から東レの歴史を振り返る.

35) [ソニー株式会社.1996J 297-298頁.
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年月

第 2表 1998年までの東レの歩み

事項

1926. 4・|三井物産の子会社，東洋レーヨンとして創立.

1927. 8 Iレーヨン糸の生産を開始.

1946. 3 I三井物産との総代理店契約を解消.

1949. 2 Iナイロン糸の生産を開始.

1951. 6 Iアメリカのデュポン社とナイロンに関する技術援助契約を締結.

1957. 2 Iイギリスの ICI社とポリエステル繊維・フィルムなどに関する技術援助契約を締結.

1958. 3 Iポリエステル繊維“テトロン"の生産を開始.

1959. 10 Iポリエステルフィルムの生産を開始.

1963. 3 Iタイで ThaiToray Textile Mills Co.， Ltd. (のちの ThaiToray TextileMills Public Co.， 

1964. 3 

1964. 5 

1964. 6 

1970. 1 

1970. 4 

1970. 7 

1971. 2 

1975. 2 

1975. 5 

1975. 6 

1983. 4 

1986. 4 

1987. 2 

1991. 4 

1997. 4 

Ltd. )を設立.

アグリル繊維“トレロン"の生産を開始.

ロンドンで転換社債を発行.

デュポン社とともに東洋プロダタツ(のちの東レ・デュポン)を設立.

社名を東洋レーヨンから東レに変更.

ADRを発行.

スエード調人工皮革 XL-223(のちの“エクセーヌつがパリのオートクチュール・コレクション

でデビュー.

ホンコンの TAL(Textile Alliance Ltd. )に資本参加.

労使不況克服委員会を設置

レーヨンステープルの生産を収束

石川工場が完成.

「高次加工新体制」プロジェクトが発足.

「企業理念J，I経営方針J.ITORAY MOTTOJを制定.

新合織の先駆けとなった“リーパーグ"の販売を開始.

長期経営ビジョン IAP-G2削OJを策定.

長期経営ピジョン INewAP-G 2000Jを策定.

(出所) [東レ株式会社， 1997]資料編. [DuP四 t-TorayCo. Ltd.. 1998]， [東レ株式会社.1999aJ， [Toray Indus仕y.
Inc.. 1999]. 

東レは， 1926年 4月に三井物産の子会社，東洋レーヨンとして設立された.東洋レー

ヨンは， ドイツのオスカーコーへン社 (OscarKohorn & CO.)の技術援助を受けて 1927年

8月に滋賀工場でレーヨン糸の生産を開始し，同年 11月には三井物産を総代理店として

レーヨン糸の販売も始めた.

1945年8月の第2次世界大戦における日本の敗北から約半年を経た 1946年3月，東洋

レーヨンは，三井物産との総代理庖契約を解消した.その前年の 1945年 11月には，三井

物産から派遣された東洋レーヨンの役員たちが退陣しており，戦後の東洋レーヨンは，三

井物産から独立して事業を展開することになった.

東洋レーヨンに飛躍をもたらしたのは，戦後復興期に実現したナイロンの工業化で、あっ

た.東洋レーヨンは， 1949年 2月に滋賀工場でナイロン糸の生産を開始し， 1951年 6月

にはアメリカのデュポン(DuPont)社とナイロンに関する技術援助契約を締結した.社

運を賭けて取り組んだナイロン事業の成功は東洋レーヨンの社会的地位を一挙に引き上げ，

33 



特集 ヨーロッパ・日本の視座からするグローパライゼーションに向けた戦略

同社は日本の産業界を代表するエクセレント・カンパニーの一角を占めるにいたった.同

時に東洋レーヨンは，創立時以来の長年のライバルで、ある帝人を凌駕して，化学繊維業界

トップの座を手中におさめることにもなった.この点について，山崎広明は，次のように

述べている.

「第二次大戦前，レーヨンが化学繊維の大宗を占めていた時代には，帝人が化学繊維のトップメ

ーカーで，東洋レーヨン(中略)は旭ベンベルグ，倉敷絹織などとともにその後塵を拝していた.

ところが，昭和二七年 0952年…引用者)に東レがデュポン社との技術提携を武器にナイロン

生産を本格化し，日本の化学繊維産業の合繊時代への移行が開始されて以降，東レが一躍して化

繊メーカーのトップにおどり出て，帝人は戦前以来の王者の地位を失うにいたった36)J.

1958年 3月，東洋レーヨンは，前年 0957年)2月にイギリスの ICI社と締結したポ

エリステルに関する技術援助契約にもとづき，三島工場でポリエステル繊維“テトロン"

の生産を開始した37) 三島工場では 1959年 10月には，ポリエステルフィルムり製造も

始まった.さらに，東洋レーヨンは， 1964年 3月，自社技術にもとづき，愛媛工場でア

グリル繊維“テトロン"の生産も開始した.こうして，同社は， 1ナイロン，ポリエステ

ル，アクリルの三大合成繊維による事業体制を確立した38)Jのである(ただし，一方で，東

レによるレーヨンステーフ。ルの製造は 1975年5月に収束した). 

3大合成繊維による事業体制を確立したのとほぼ時を同じくして，東洋レーヨンは，海

外で、の事業展開を本格化した.同社の会社史によれば， 11963年 3月にタイで TTTM

社 (ThaiToray Texti1e Mills Co.， Ltd. )を東洋棉花(現トーメン)，岐阜整染(現岐セン)

との共同出資で、設立したが，これは，東レの本格的海外進出事業の晴矢と称すべきもので

あった39)J. TTTM社は， 1東レにとっては，関係会社の管理を担当していた『事業部』

から『海外事業部』を分離独立して最初に手掛けた案件であり，技術障が海外で設計から

建築まで手掛けた最初の工場でもあった40)J. 

他の多くの日本企業に先がけて， 1960年代前半に海外現地生産を本格的に開始した東

洋レーヨン41)は，それ以降，グローパル・オベレーションへ向けての長いみちのりを歩む

36) [山崎.1979J 415頁.

37) ICI社とポリエステルに関する技術援助契約を締結する際に，東洋レーヨンは，帝人と共同する形になった.

これは.ICI社が，東洋レーヨンと帝人に平等な条件で，ライセンスを供与する方針をとったためであった.

なお，帝人は.1958年11月にポリエステル繊維の製造設備を完成させた.以上の点については.[東レ株

式会社.1997J 267. 301-303頁参照.

38) [東レ株式会社.1999aJ 71頁.

39) [東レ株式会社.1997J 494頁.

(0) [東レ株式会社.1997J 494頁.

(1)当時の東洋レーヨンの海外現地生産については.[吉原.1995J 210-212頁参照.
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ことになった.同社は， 1964年5月，イギリスのロンドンで米ドル建ての転換社債を発

行し，社名を「東レ」に変更してから 3カ月後の 1970年 4月には，アメリカで自社株式

の ADRも発行した.また，その聞の 1964年6月に東洋レーヨンは，デュポン社ととも

に，ポリウレタン繊維事業に携わる東洋プロダクツ(株)を設立した42)が，東洋プロダク

ツは r東レとしてはじめての外国企業との合弁会社43)Jであった.さらに，東レは，

1971年 2月に，ホンコンの総合テキスタイル・コンツェルンで、ある TAL(Textile Alli-

ance Ltd.)にも，資本参加した.

東レにとって，第 1次石油危機が発生した 1973年からプラザ合意が成立した 1985年ま

での時期は， r苦難の時代」であった44) 日本の合成繊維業界は，石油危機後の時期に，

二つの要因によって経営上の困難に遭遇することになった.圏内市場の成熟と国際競争力

の低下とが，それである.このうち国際競争力の低下は，日本における労働コストの上昇

や変動相場制への移行後生じた円高傾向によるものであった.また， 1972年 1月， 日米

間で毛・化合繊製品の対米輸出制限に関する政府間協定が締結されたことも，合繊業界を

含む日本の繊維業界に打撃を与えた.このような状況のもとで，東レの経常収支は， 1975 

年度と 1977年度に赤字に転落した.また，スエード調人工皮革“エグセーヌ"が世界的

にヒット商品となり(“エクセーヌ"のデビューは， 1970年7月)， 1975年6月には最新鋭技

術と省力化機器を装備した石川工場(操業開始当初は，“テトロン"糸を生産)が完成したに

もかかわらず，東レの売上高に占める繊維部門の比率は， 1972年度の 84%から 1985年

度の 63%へ低下した45)

「危急存亡のとき46)Jを乗り切るため，東レは 1975年2月に労使不況克服委員会を設

置するなど，労使一体となって努力を重ねた.しかし， r苦難の時代」の克服には時聞が

かかり，それが達成されたのは， 1980年代も中葉になってからのことであった.

東レは， 1983年 4月に「高次加工新体制」プロジェクト発足させ，東南アジアの関係

会社の諸工場で， r自助努力」による原価削減に取り組んだ.このプロジェクトのリーダ

ーをつとめたのは，当時理事芝、あった前田勝之助で、あったが，前回の採用した方針につい

て，東レの会社史は，次のように説明している.

「前田のいう自助努力による原価管理とは，原価管理責任者がすべての原価要素を分析して，そ

42) [Du Pont-Toray Co. Ltd.， 1998J pp.9-22参照.

43) [東レ株式会社， 1997J 336頁.

44) [東レ株式会社， 1999 aJ 105頁参照.

45) [東レ株式会社， 1997J資料編64-65頁参照.繊維部門に代わって比率を高めたのは，プラスチック部門で

あった.

46) [東レ株式会社， 1999aJ 113頁.
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れらを自分の立場でコントロールできる『管理可能原価』と，それができない『管理不能原価』

に区分することからはじまる.たとえば，紡績工場の生産部長にとっては，ポリエステルステー

フ。ルの購入原価は『管理不能』であるが，ステープルの収率すなわち原単位は『管理可能』であ

る.この管理可能原価について改善目標値を定め，対前期比でどの程度改善が行われたかを毎期

測定して. ~自助努力成果』を認定する.そして，タイ，マレーシア，インドネシア各地の同業

工場，同種現場の自助努力成果を相互比較分析する会議を開催して，工場聞の競争意識を高める

とともに，ノーハウの交流を通じての管理水準の向上をめさ'した47)J. 

この厳しい自助努力の追求は，東レの東南アジア各工場の意識改革を促し，大きなコス

ト削減効果をあげて，同社が国際競争力を再構築する契機となった.第3表は，東レのホ

ームページ 0999年 11月20日時点)から作成したものであり，この表では，同社の海外

展開の歴史的変遷が概観されている.第 3表によれば，東レの海外事業は. 1"自助努力に

よる企業体質改善への取組み」によって. 1980年代半ばを転機に，それまでの「受難の

時代」から脱し，新たな「事業基盤構築」の時代へ向かったのである.

東南アジア各工場で、成果をあげた「自助努力による原価削減」とし、う方針は. 1987年 4

月に社長に就任した前田のリーダーシップのもとで， 日本国内の工場にも適用され，全社

的規模で推進されることになった.その際に東レは. 1"製造原価から原料コストを除いた

『加工原価 1Jl. さらに減価償却比を除いた『加工原価nJlという二つの区分を設定し(中

略)加工原価 Eは，工場での努力によってコントロールで、きる部分であり，これの改善を

『自助努力』と定義し，その改善目標を全製品にわたって明確にした48)J. 1987年度~

第3表東レの海外展開の歴史的変遷 0999年 11月20日現在)

・第1期 0970年代前半まで)

原糸・原綿の輸出市場の確保と現地生産の開始(現地内需指向)

→現地の輸入代替工業化政策に対応

@第2期(-1985年)

受難の時代からテキスタイル製品の輸出指向型事業への転換期

→自助努力による企業体質改善への取組み

・第3期 0986-1994年)

生産基盤の拡充，事業多角化の推進と消費市場での展開開始

→円高，ブロック経済化の進展に対応する事業基盤構築

・第4期 0995年-)

持続的成長のための，グローパノレ・オベレーションの展開へ

→日本への輸出開始と，中国などの展開地域の拡大

(出所) [東レ株式会社， 1999b] 

47) [東レ株式会社， 1997J 672頁.

48) [東レ株式会社. 1997J 799頁.
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1995年度の 9年聞における東レの「自助努力対前年度比改善額」の累計値 (928億円)は，

当該期における同社の経常利益累計額 (4，072億円)の 23%に及んだ49)

前田の社長就任に際しては i衝撃の社長交代J，i末席常務から一四人抜き」などの報

道がなされた50)が，社外の人間とっては意外だったこの社長人事が断行されたのは，前田

が推進した東南アジア各工場の自助努力による原価削減により，東レクソレープ全体の経営

が改善される方向へ大きく転換したからであろう. i苦難の時代」から脱却しつつあった

東レは， 1986年 4月に， i企業理念J，i経営方針J，iTOREY MOTTOJを策定し，新

創業運動に取り組んだ.前田新社長が誕生したのは，それから 1年後のことであった.

前田新社長は，繊維産業について iグローパルにみればまだ成長産業である50Jとい

う新鮮な見方を提示した52) この見方にもとづき東レは，本稿の冒頭で引用した『文塞春

秋』の特集記事中の表現を借りれば，し、ったん「八0年代には韓国，台湾メーカーに追い

越された」にもかかわらず，改めて「国際競争をやり抜く」姿勢を明確に打ち出した.そ

の際，東レが採用したのは，ソニーのグローパル・プロダクツ戦略とは異なる53)，グロー

パル・オベレーション戦略で、あった.

東レは， 1991年 4月に長期経営ビジョン rAP-G2000Jを策定したが， 6年後の 1997

年 4月にはこれを更新して iNewAP-G 2000Jを取りまとめた. iAP-GJとは，“Ac-

tion Program for 'three Gs'"のことであり，“threeGs" (三つの G)は， Growth (成

長)， Group Management (東レグループの連邦経営)， Globalization (グローバリゼーショ

ン)から成る54) つまり，グローバリゼーションを経営の 3大目標の一つに掲げたわけで、

あるが，前掲の第3表からもわかるように，同社は， 1995年ごろから「グローバリゼー

ションからグローパル・オベレーションへ」というスローガンを掲げるようになった55)

東レのホームページによれば，グローパル・オベレーション戦略とは， i適地生産・適地

販売を目指して国内外の東レグループ各社が有機的に連携するこをによって，連結業績に

おける利益の極大化を図る戦略」のことである.そして，同戦略は. i持続的成長」を実

現するためのものでもある(第3表参照).つまり，グローパル・オベレーションは，

(9) [東レ株式会社， 1997J 799頁参照.

50) [東レ株式会社， 1999aJ 192頁参照.

51> [東レ株式会社， 1999aJ 200頁.
52)念のために付言すれば，このことは，前回新社長が事業多角化に熱心でなかったことを意味しない.東レの

売上高に占める繊維部門の比率は， 1985年度の63%から 1995年度の 48%へ低下した([東レ株式会社，

1997J資料編64-65頁参照).

53)確かに，東レは， 1987年2月に発売した「テトロン」複合多層構造糸織物“リーパーグ"を皮切りにして，

新合織の事業化に成功した.しかし 今日の東レの国際競争力を新合織が支えているとL、う見方は，正確で

はない.同社の競争力の源泉は，グローパノレ・オベレーションにあると言うべきであろう.

54) [東レ株式会社， 1997J 802-803頁参照.

55)以下の東レのグローパル・オベレーション戦略に関する記述は.[東レ株式会社， 1999bJによる.
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Globalizationと直結するだけでなく， Growthや GroupManagementとも密接にかか

わっているのである.

第 4表は， 1985年以降の東レの海外における事業展開をまとめたものである.東レの

グローパル・オベレーションは，①「原料や労働力など経営資本の優れた地域を中心に生

産拠点を構築すること J(タイ，マレーシア，インドネシアなど ASEAN諸国における繊維生産

事業など)，②「マーケットニーズに対応するための海外進出J(アメリカにおける高機能プ

ラスチックフィルム生産事業など)，③「国際的な協調・調和を保つための進出J(フランス政

府からの強い要望により開始された炭素繊維事業など)という 3本の柱から構成される56)が，

第4表からわかるように，同社は， 1985年以降，グローパル・オベレーションの方向へ

向けて，きわめて活発に海外事業を展閉じた.その結果，東レグループ全体の中で海外関

係会社が占めるウエイトは，売上高構成比で， 1990年度の 9%から， 1997年度には 22%

'̂ '増大した57) そして， 1999年 3月末の時点で東レは， i世界 17カ国に 77の子会社及び

関連会社を有するまで、に多国籍化を果たし58)Jた.グローパル・オベレーション戦略の展

開によって，東レは， w文塞春秋』の特集記事が掲げた「生き残る」会社のリストに名を

連ねるようになったので、ある.

IV.おわりに

第 2章および第3章で、検討したように ソニーと東レの両社は 国際競争力を確保する

にあたって，異なる戦略を採用した.ソニーは世界市場に向けて次々と革新的な製品を供

給するグローパル・プロダクツ戦略を推進し 東レは生産や販売をそれぞれ世界中の最適

地で遂行するグローパル・オベレーション戦略を展開したのである.

ここで，興味深い点は，異なる戦略をとったにもかかわらず，ソニーと東レのあいだに

はいくつかの共通する要因が存在し それが 両社のグローパル競争下で、の成功につなが

ったことである.共通の成功要因としては，以下の 3点を指摘すべきであろう.

第 1は，長期にわたる海外での事業活動の経験を通じて，国際的に通用するノウハウを

蓄積したことである.海外での事業経験からソニーは ソフトウェアビジネスの重要性を

認識するとともに，欧米企業との戦略的提携の進め方について多くの点を学んだ.また，

国外での金融上，通商上の問題や法的な問題を解決する能力も身につけた.一方，東レも，

56) [東レ株式会社.1999b]参照

57) [東レ株式会社.1999a] 232頁参照.

58) [東レ株式会社.1999b]. 
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第4表最近の東レの海外における事業展開 0985-1999年)

年月 | 国 ， 地 域| 事 項

1985. 6 アメリカ

1985. 10 フランス

1988. 6 日本

1988. 10 アメリカ

1989. 2 アメリカ

1989. 3 イギリス

1989. 6 マレーシア

1990. 7 マレーシア

1991. 1 アメリカ

1991. 4 7 イ

1992. 3 インドネシア

1992. 4 マレーシア

1992. 5 アメリカ

1992. 6 フランス

1992. 11 タ イ

1993. 4 イギリス

1993. 4 アメリカ

1993. 12 タ イ

1994. 1 マレーシア

1994. 3 アメリカ

1994. 4 インドネシア

1994. 5 アメリカ

1994. 9 中国

1994. 12 インドネシア

1995. 3 イギリス

1995. 6 韓国

1995. 9 中国

1995. 10 ホンコン

1995. 11 中国

1995. 11 中国

1995. 12 インドネシア

1996. 1 インドネシア

1996. 3 韓国

1996. 5 フランス

1996. 8 マレーシア

1996. 9 中国

1996. 12 イギリス

1997. 1 韓国

1997. 3 アメリカ

1997. 4 アメリカ

1997. 4 中国

1997. 5 中国

1997. 5 アメリカ

1997. 9 チェコ

1998. 1 韓国

TREA社を買収.

SOFICARの PAN系炭素繊維設備が稼働開始.

国際部門を新設.

TREAの2軸延伸 PPフィルム設備が稼働開始.

TREAが TPACトーレ・プラスチック・アメリカ)と社名変更

サミュエルコートーノレドのテキスタイル部門を買収し， TTELを設立

PENSANKOを設立.

TPMを設立.

TPAの2軸延伸ポリエステルフィルム設備が稼働開始.

TFLを設立.

ITSのポリエステノレ長繊維設備が増設稼働.

TPMの ABS樹脂設備が稼働開始.

TCAを設立.

SOFICARの新系列が稼働

TFLのポリエステル長繊維設備が稼働開始.

TTELのポリエステル長繊維薄地織物新工場が稼働開始.

TPAの2軸延伸 PPフィルム新系列が稼働.

TNTのナイロン長繊維設備が増設稼働.

TPMの ABS倍増設備が稼働.

TPAの2軸延伸ポリエステルフィルム新系列が稼働.

ITSのナイロン長繊維設備が増設稼働.

TCAの炭素繊維プリプレグ設備が稼働開始.

東麗酒伊印染(南通)有限公司 CTsmを設立.

ベットネシアレジンド社 CPNR)を設立

卜ーレ・コマツ・プリンティング [EU]社 CTKP)を設立.

STECO社を設立.

東麗酒伊織布(南通)有限公司 CTSW)を設立

東麗精密(香港)有限公司 CRKHlを設立.

東麗精密(中山)有限公司 CRKZ)を設立.

東麗合成繊維(南通)有限公司 CTFNLlを設立.

ITSのポリエステノレ短繊維設備が増設稼働.

PNRの PET樹脂設備が稼働開始.

KTPを設立.

ローヌ・プーランプィノレムズ社を買収し， TPEUを設立.ポリエステノレフィルム

設備が稼働開始.

TPMの ABS樹脂設備が増設稼働.

TSDのポリエステル長繊維染色設備が稼働開始.

TKPのポリエステノレ長繊維プリント設備が稼働開始.

STECOの TAB実装設備が稼働開始.

TPAのポリオレフィン発泡体設備が稼働開始.

TPAの工業用ポリエステルフィルム設備が増設稼働.

TSWのポリエステノレ長繊維織物設備が稼働開始，販売も開始.

RKZと RKHがプラスチックの成形・組立事業を開始.

炭素繊維“トレカ"の製造・販売会社として CFAを設立

ポリエステノレタフタの製造・販売会社として TTCEを設立.

KTPのポリアセタール樹脂設備が稼働開始.
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年月 国，地域

1998. 2 アメリカ

1998. 2 タ イ

1998. 4 アメリカ

1998. 6 アメリカ

1998. 7 イタリア

1998. 8 マレーシア

1998. 8 中国

1998. 9 中国

1999. 1 タ イ

1999. 4 アメリカ

1999. 5 マレーシア

1999. 6 フランス

1999. 7 チェコ

事項

TPAの包装材用フィルム蒸着機が増設稼働.

TNTのエンプラコンパウンド設備が稼働開始，販売も開始.

TPAの PPフィルム“トレファン"設備が噌設稼働

Toray Ultrasuede CAmerica). Inc.. CTUA)を設立.

ALCANTARAのスウェード調人工皮革設備が増設稼働.

PFRがポリエステルフィルム勺レミラー"の新工場を建設.

TSDとTSWのポリエステル長繊維織物織布・染色設備が噌設稼働.

TFNLのポリエステル長繊維原糸・ポリエステルチップ設備が稼働開始.

TFLのポリエステル長繊維設備が噌設稼働.

CFAの炭素繊維“トレカ"糸設備が稼働開始.

PFRがポリエステルフィルム“ルミラー"の新工場を建設.

TPEUの PETフィルム“ルミラー"設備が増設稼働.

TTCEのポリエステルタフタ織布・染色一貫設備が稼働開始

(出所) [東レ株式会社.1999b]. 
(注) 資本金5億円未満の会社の設立を除く.

長年におよぶ海外での試行錯誤を経て，世界の最適地で生産，販売を遂行しうる体制を形

成した.中でも，東南アジア各工場で成果をあげた「自助努力による原価削減」という方

針を， 日本国内の工場に拡張適用することによって. r苦難の時代」から脱却していった

プロセスは，印象的であった.ソニーや東レは，長期にわたる海外での事業活動の経験か

ら有用なノウハウを種々習得して，自社の国際競争力を高めたのである.

第2は，過去において経営上の困難に遭遇し，そのことから教訓を得たことである.ソ

ニーは，家庭用 VTRの規格戦争における敗北によって，新製品の規格統一を主導的に

実現することの重要性を痛感させられた.東レは，合成繊維事業の不況を克服するプロセ

スで，生産コストを低減させる独自の方式を開発した.遭遇した困難から得られたこれら

の教訓は，ソニーがグローパル・プロダクツ戦略を推進するうえでも，東レがグローパ

ル・オベレーション戦略を展開するうえでも，重要な意味をもったとみなすことができる.

第3は，国内の強力なライバル企業との競争に打ち勝つため，経営革新に努めたことで

ある.ソニーにとってのライバルは，松下電器である59) 1990年の時点で日本の企業間

競争の激しさについて論じたポーター (M.E. Porter)は，ソニーが“beatMatsushita 

whatever"を意味する“BMW"というスローガンを掲げていたことを紹介している60)

一方，東レの場合には，帝人が「長年のライパル」であり続けたと言える.今日，帝人は，

東レと同様に「グローパル・オベレーション」を世界戦略として掲げ61)第5表からわか

るように，海外に多数の事業拠点を有している.身近な距離に松下電器や帝人のような強

59)ソニーと松下電器との企業間競争については. [林.2000J.【平井.2000J参照

60) [Porter. 1990J pp.412・413参照.

61) [Teijin Ltd.. 1999J参照.
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第5表 帝人の海外における事業拠点 0998年 6月末現在)

名称

.アジア

・TeijinPolyester CThailand) Ltd. [TPL] 

• Teijin CThailand) Ltd. [TJT] 

• Thai Filament Textiles Co.. Ltd. [TFT] 

・ThaiNamsiri Intertex Co.. Ltd. [TNIJ 

• Thai Namsiri Printing & Dyeing Co.. Ltd. 

• Teijin Industria1 Park CThailand) L~d. [TIP] 

. Teijin Cord CThailand) Co.， Ltd. [TCT] 

. Teijin Unitika Spunbond CThailand) Co.， Ltd. [TUSCO] 

• P. T. Teijin Indonesia Fiber Corporation [TIFICO] 

. P. T. Branta Mulia Teijin Indonesia [BTI] 

-南通帝人有限公司

・南通帝人(第二)有限公司

・南通帝人(第三)有限公司

• P. T. Indonesia Teijin Films [ITJ FilmsJ 

• Teijin Polycarbonate Singapore PTE Ltd. 
.ヨーロッパ

. TMI Europe S. P. A. 

. Teijin・DuPont Films， S. A. 

.アメリカ

-Teijin・DuPont Films， Inc. 

• Teijin America， Inc. 

• Teijin Desenvolvimento Agro-P田 uarioLtda. 

• Teijin L札.lEuropeOffice 

• Teijin Ltd. • !Milano Representative Office 
• Teijin Ltd. ./Hong Kong Rep陀 sentativeOffice 

• Teijin Hong Kong Ltd. 
• Du Pont-Teijin Advanced Papers CAsia) Ltd. 
-Du Pont-Teijin Advanced Fibers CHK) Ltd. 

• Teijin Biomedical Laboratory Medical CResearch) Council 

(出所) [帝人株式会社. 1999]. 

(注) [ ]内は略称.

力なライバルが存在したため，ソニーや東レは，競争優位の確保をめざして，経営の革新

に積極的かっ継続的に取り組まざるをえなかった.そして，そのことは，ソニーと東レの

国際競争力の向上に大いに貢献したので‘ある.

ソニーと東レがグローパル競争下でー成功をおさめた数少ない日本企業になりえた背景に

は，ここで指摘した三つの共通する要因が存在した.この事実は，これらの 3要因が欠落

した場合には，長期にわたり圏内市場で寡占的地位を占めてきた日本の大企業であっても，

グローパル競争下では敗北しかねないことを示唆している.つまり，①海外での事業経験
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に乏しく，②大きな困難もなく順調に業績を伸ばし，③独占的地位を享受してきた企業の

将来は，必ずしも明るくないのである.
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